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１．日本における格差の現状 

 ○ 世帯単位で見た当初所得格差は拡大しているが、2000 年代以降の再分配所得格

差は横ばい。単身世帯の増加等を排除した世帯員単位（等価所得）で見ると、当

初所得格差は拡大しているが、再分配所得格差は縮小。資産格差は所得格差より

大きく、低貯蓄世帯割合が上昇。全体としては、足元の所得・貯蓄格差拡大は限

定的。＜資料Ｈ－１＞ 

 ○ 所得格差は、1980 年代以降、米英で大きく拡大している一方、大陸欧州・日本

の所得格差の拡大は相対的に軽微。 

 ○ 世代間格差は、将来世代（20～50 歳代）は負担超過であり、世代が若くなるに

つれて負担額が大きくなっている。＜資料Ｈ－２＞ 

２．日本の格差問題の本質 

 ○ 格差拡大の主な背景としては、非正社員の増加、所得格差が大きい高齢者の増

加、ＩＴに代替される非熟練労働者の需要縮小による仕事の二極化などが挙げら

れる。 

 ○ 格差については、富の集中とその承継、貧困層の生活困難や機会喪失など様々

な問題点があるが、日本における格差は、富の集中より貧困層の拡大などが問題。 

 ○ 所得5,000万円超の申告納税者数が2010年以降増加するなど、「富裕層」が徐々

に増加しているが、日本においては「超富裕層」（資産 5,000 万ドル～１億ドル

を超える層）は少ないとされ、富の集中度は相対的に低い水準。 

 ○ 1980 年代以降、相対的貧困率が上昇し、生活保護を受ける世帯の割合（被保護

率）も上昇。相対的貧困率は高齢期に上昇するが、高齢期の貧困リスクは高齢単

身女性世帯等に集中。また、未婚率が高く、貯蓄余力が少なく、将来受け取る年

金収入も少ない非正社員が現役世代で増加しており、「高齢期貧困予備軍」の拡

大も懸念される。＜資料Ｈ－３＞ 

 ○ 一人親世帯の子どもの貧困率が高く、教育や健康を確保する機会の格差につな

がるリスクがある。 

３．格差を巡る政策課題 

 ○ 格差を巡る政策課題として、非正規雇用対策・失業時の政策支援、最低賃金の

引上げ、子どもの貧困対策などが挙げられる。 

 ○ バブル崩壊以降の経済の停滞が長引く中で所得水準が全般的に低下し、貧困層

が拡大している面もあり、経済の成長力を高め、好循環を形成することが格差対

策につながる。＜資料Ｈ－４＞ 

高田創・みずほ総合研究所（株）常務執行役員調査本部長チーフエコノミスト 
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１．雇用の流動化 

 ○ 労働移動率は大きく振れつつも上昇傾向。企業規模別には中小の労働移動率は

やや低下する一方、大手の労働移動率が上昇。＜資料Ｉ－１＞ 

 ○ 背景として、90 年代以降、低成長化・事業環境の不透明化が進む中で、企業は

非正規労働者の比率を高めて対応。また、「終身雇用」が基本とされた社員でも

転職が活発化。 

 ○ 女性が男性と対等に活躍するためには、長時間労働など「日本型正社員」の働

き方を変える必要。また、経済活性化のためには、円滑な労働移動を可能にする

環境整備によって、成長分野吸収型の労働移動を活発化する状況を生み出す必要。 

２．働き方の多様化 

 ○ 過去 20 年、非正規比率が上昇し、特に女性の常用非正規が増加。背景には、

女性の就業期間が長期化する傾向がある中で、企業による強い雇用保障の回避が

ある。近年の非正規比率の上昇は、女性や高齢者の就業者の増加が主因。今後、

女性・高齢者の活用が重要になる中、正規・非正規格差の是正が重要。 

 ○ 人手不足の持続が予想される中、「多様な正社員」の活用は一段と進む見通し。

雇用保障はやや劣るが処遇均等が保障される「欧米タイプの正社員」を普及させ、

労使双方にとって働き方・働かせ方の選択肢を増やす必要。 

 ○ 「自営」には、①伝統的自営、②士業等、③雇用的自営がある。自営の数が減

少する中、企業への使用従属性が高い「雇用的自営」は堅調に推移しており、自

営はかつてと性格を異にしつつある。その背景には、企業サイドは人件費の変動

費化、社会保険料負担の回避、個人サイドはキャリア自立意識の高まり、制約の

少ない働き方などが挙げられる。＜資料Ｉ－２、３＞ 

３．雇用システムの方向性 

 ○ 労働需要サイドからみれば、産業構造のソフト・サービス化により、雇用流動

化・多様化の必要性はますます高まり、労働供給サイドからみれば、女性・高齢

者の活躍が不可欠に。新たな働き手の生活保障を確保し、経済活性化につなげる

には、一企業を超えた雇用保障や、スキル形成が可能になるタイプの働き方（特

定職業を軸にキャリア形成ができる「職務型スキル労働者」）を創出する必要。 

４．税制・社会保障制度への含意 

 ○ 今後の税制・社会保障制度は、①退職金税制や個人年金の税制支援など、労働

移動に中立な制度、②「自営」の変化等を踏まえた就業形態中立的な制度、③就

業促進的・起業促進的な制度などにしていくことが求められる。 

山田久・（株）日本総合研究所調査部長 

 『働き方の変化と税制・社会保障制度への含意』（2015 年９月３日） 
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１．就業形態の多様化 

 ○ 1990 年代以降、サービス経済化や経済成長の鈍化などを背景に、非正規雇用が

拡大。増加した非正規雇用者は、常用雇用が中心で、メンバーシップ型であった

ために、正社員化や均等待遇が課題となっている。また、ジョブ型の正社員とい

う形態を新たに作り出すことが検討されている。 

 ○ 今後は、以下の３つを背景要因として就業形態の変化が進むものと考えられる。 

   ① 労働人口の減少による労働力不足 

     労働力不足に伴い、主婦や高齢者の労働力化を求める圧力が高まる。長時

間労働の是正が求められるとともに、勤務場所や時間に制約がある人のため

の働き方が開発される。 

   ② 経営のグローバル化 

     日本企業による外国人の採用が活発化。日本人のグローバル人材としての

育成が進む必要。日本国内から海外居住労働者への仕事の発注が増加。 

   ③ ＩＣＴ技術の進化 

     AI、IoT などの技術進化によって、これまでの職務内容が変化、もしくは

不要になるものが出てくる。リモートワークが進み、面接や育成のリモート

化が進むとともに、仕事の打ち合わせ・発注も対面では行われなくなる。 

２．フリーランサーの増加 

 ○ 上記の結果、現在、日本に約 127 万人いると推計されるフリーランサー（＝個

人事業主で店舗を持たない労働者）が、今後増加していく可能性が高い。 

   （日本のフリーランサーの現状） 

平均年収は約 330 万円。生計を立てる上で十分な収入を得ている人は

25％程度。逼迫型が 40％、副業で片手間にやっている人が 35％。 

取引先の数としては、１社が 35％、２～５社が 47％。 

３．フリーランサー増加により生まれる課題 

 ○ ポジティブな面としては、主婦や高齢者への就業機会の提供、雇用される志向

がない人への新たな選択肢の提供、副業による所得確保機会の提供、企業への柔

軟で即戦力となる戦力を確保する機会の提供などが挙げられる。 

 ○ ネガティブな面としては、取引先企業に対する交渉力がないため低収入労働者

を増加させたり、オンディマンド労働という不安定な労働市場を広げたりする可

能性がある。また、企業が社会保険料や税金の負担から逃れるために、本来雇用

すべき人材を業務委託契約に変えるおそれがある。 

大久保幸夫・（株）リクルートホールディングス リクルートワークス研究所所長 

『就業形態の多様化－フリーランサーの増加基調を中心に－』（2015 年９月３日） 
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１．学卒時の就業状態や景気がその後の就業状況等に与える影響 

 ○ 学卒時に正規雇用に就くと、その後も正規雇用である確率は、学卒時にその他

の雇用形態であった場合と比べて、20％以上高く、この影響は学卒時から 10 年

程度は持続する。また、学卒時の失業率が１％高いと、年収が、12年目までに累

計約 160～240 万円程度低下するとの試算もなされている。 

 ○ 学卒時の就業状態等とその後の家族形成の関係については、男性の場合、学卒

時に正規雇用に就いた者の方が結婚が早い。他方、女性については、学卒時の就

業状態等がどう影響するのか必ずしもはっきりしない。 

 ○ 若年層は、入職時の景気の影響を、親との同居や進学で緩和させている可能性

もあるが、これは、家庭環境の差で格差が助長されることになり得る。 

 ○ 学卒時の就業状態が正規雇用以外の場合、低収入などにつながり、その後の生

活満足度に影響を与えているとの研究がある。一方、学卒時に正規雇用に就けな

かった場合でも、その後２～３年以内に常勤職に就けたならば、その後の就業状

態は学卒時に常勤職に就いた者とほぼ同じという分析もなされている。 

２．不安定就業と社会保険 

 ○ 国民年金・国民健康保険においては、農家・自営業に代わり、今や無職や非正

規雇用の者が高い割合を占めるようになってきている。＜資料Ｊ－１、２＞ 

 ○ 滞納者と免除者を併せた割合は、自営業よりも被用者や無職の者において高い。

実証研究によれば、国民年金の未納は流動性制約が要因（支払いたくても支払え

ない）。非正規雇用や無職の割合が増えることにより、「皆保険・皆年金」に綻び

が生じている。＜資料Ｊ－３＞ 

 ○ 初期の就業の格差は、社会保険という制度を媒介として老後にも格差をもたら

すという側面がある。社会制度としてのセーフティネットは、キャリア初期の躓

きの影響を緩和すべきこそあれ、それを長期に保存するものであってはならない。 

３．働き方の多様化とセーフティネットのあり方 

 ○ 働き方の多様化に即して、セーフティネットの捕捉率を高めるための動きとし

て、一つには、被用者保険の適用を拡大するという方向がある。しかし、例えば

雇用保険の場合、受給要件が正規雇用以外にとっては未だ厳しいなど、「適用の

拡大＝充分な給付の拡大」とならないこともあり、これは、給付が何らかの形で

拠出にリンクしている社会保険の宿命とも言える。 

 ○ もう一つの方法としては、拠出実績とのリンクを緩くする、もしくは拠出実績

とは関係なく支援をする方式が考えられるが、これらについては、モラル・ハザ

ードの問題等に注意する必要があり、バランスが難しい。 

酒井正・法政大学経済学部教授 

 『不安定就業とセーフティネットとの関係』（2015 年９月 10 日） 
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